
議案第７号

　　　令和６年度養父市下水道事業会計予算

　（総則）

第１条　令和６年度養父市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　(1) 処理区域内人口 21,350 人

　(2) 年間総処理水量 2,200,000 ㎥

　(3) 一日平均処理水量 6,027 ㎥

　(4) 主要な建設改良事業

　　　・非常通報システム設備更新 88,640 千円

　　　・長寿命化対策事業 99,715 千円

　　　・公用車購入事業 12,815 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　下水道事業収益 1,145,763 千円

　　第１項　営業収益 474,588 千円

　　第２項　営業外収益 671,175 千円

　第１款　下水道事業費用　　 1,178,497 千円

　　第１項　営業費用 1,081,445 千円

　　第２項　営業外費用 92,582 千円

　　第３項　特別損失 2,470 千円

　　第４項　予備費 2,000 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

　的支出額に対し不足する額305,811千円は過年度分損益勘定留保資金289,583千円並

　びに当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額16,228千円で補てんするもの

　とする｡)。

　第１款　資本的収入 849,372 千円

　　第１項　企業債 612,000 千円

　　第２項　出資金 127,755 千円

　　第３項　補助金 109,617 千円

　第１款　資本的支出　　 1,155,183 千円

　　第１項　建設改良費 297,171 千円

　　第２項　企業債償還金 858,012 千円

　　　　　 収　　　　　入

　　　　　 支　　　　　出

　　　　　 収　　　　　入

　　　　　 支　　　　　出
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　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

　める。

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　率

千円 以内
145,000 4.0%

千円 以内
458,000 4.0%

千円 以内
9,000 4.0%

千円
612,000

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

　定める。

　(1) 営業費用と営業外費用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

　用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

　ければならない。

　(1) 職員給与費 60,862 千円

　（他会計からの補助金）

第９条　経営安定化のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、377,733

　千円である。

償還の方法

借入先の融資条件に
よる。

養父市長　広　瀬　　　栄    

証書借入

　令和６年２月26日提出

下水道事業
（建設改良事業）

資本費平準化債 証書借入
借入先の融資条件に
よる。

合　計

過疎対策事業債 証書借入
借入先の融資条件に
よる。
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　収　入 （単位：千円）
備　考

1 下 水 道 1,145,763

事 業 収 益 1 営 業 収 益 474,588

1 使 用 料 474,407

2 そ の 他 の 営 業 収 益 181

2 営 業 外 収 益 671,175

1 負 担 金 6,000

2 補 助 金 377,733

3 長 期 前 受 金 戻 入 287,406

4 雑 収 益 36

　支　出 　（単位：千円）

備　考

1 下 水 道 1,178,497

事 業 費 用 1 営 業 費 用 1,081,445

1 管 渠 費 62,036

2 処 理 場 費 263,049

3 総 係 費 39,633

4 減 価 償 却 費 711,127

5 資 産 減 耗 費 5,600

2 営 業 外 費 用 92,582

1 支 払 利 息 84,899

2 消 費 税 7,683

3 特 別 損 失 2,470

1 過 年 度 損 益 修 正 損 2,470

4 予 備 費 2,000

1 予 備 費 2,000

　収　入 （単位：千円）

1 資本的 収入 849,372

1 企 業 債 612,000

1 企 業 債 612,000

2 出 資 金 127,755

1 他 会 計 出 資 金 127,755

3 補 助 金 109,617

1 国 庫 補 助 金 84,902

2 県 補 助 金 24,715

　支　出 （単位：千円）

1 資本的 支出 1,155,183

1 建 設 改 良 費 297,171

1 管 渠 整 備 費 47,448

2 処 理 場 整 備 費 226,547

3 建 設 改 良 人 件 費 9,161

4 固 定 資 産 購 入 費 14,015

2 企 業 債 償 還 金 858,012

1 企 業 債 償 還 金 858,012

令和６年度養父市下水道事業会計予算実施計画   
　収 益 的 収 入 及 び 支 出　

款 項 目

　資 本 的 収 入 及 び 支 出　

予　定　額

予　定　額

備　考

款 項 目 予　定　額 備　考

款 項 目

款 項 目 予　定　額
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(令和６年４月１日から令和７年３月31日まで)

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △40,313

減価償却費 711,127

資産減耗費 5,600

賞与引当金等の減少額 △48

貸倒引当金の減少額 △172

長期前受金戻入額 △287,406

支払利息 84,899

未収金の増加額 △1,956

未払金の減少額 △8,420

小計 463,311

利息の支払額 △84,899

業務活動によるキャッシュ・フロー 378,412

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △270,977

国県補助金による収入 99,652

未収金の増加額 △2,535

投資活動によるキャッシュ・フロー △173,860

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 612,000

企業債の償還による支出 △857,809

一般会計からの出資による収入 127,755

財務活動によるキャッシュ・フロー △118,054

　　資金増加額 86,498

　　資金期首残高 414,320

　　資金期末残高 500,818

令和６年度養父市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
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１．総　括 （単位：人、千円）

（単位：千円）

２．給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

平均昇給率1.37％

職員の退職に伴う減（A） 職員の異動状況

職員の採用に伴う増（B） 　前年度職員数 8 人

　退職者数 人

減（C） 　採用者数 1 人

その他の増減（D） 　他会計へ異動した者 人

　他会計から異動した者 人

　本年度職員数 9 人

期末手当

勤勉手当

期末手当

勤勉手当

その他の手当

2,481

給　与　費　明　細　書

2,481

他会計との職員の異動に伴う増

増減額（A）+（B）+（C）+（D）

昇給に伴う
増加分

その他の増
減分

時間外
勤　務
手　当

2,563

2,334

229

特 殊
勤 務
手 当

975

975

0

住 居
手 当

336

0

336

勤 勉
手 当

176

224

増減事由別内訳

給与改定に
伴う増減分

説　　明 備　　考

手当

18,032

15,639

2,393

5,432

4,759

673

管理職
手　当

通 勤
手 当

694

623

区　　　分

本 年 度

2,393 制度改正に
伴う増減分

その他の増
減分

2,126

267

増 減 額

2,881

手 当

区 分

給 料

前 年 度

比 較

手当の内訳

1,254

912

342

扶 養
手 当

8

1比　　　較

前　年　度

0

区　　　分
一般職

10 9

職員数

特別職

10

本　年　度

給与費

300 29,229 45,168 9,182 54,350

6,512

551

122

978

300 32,110 50,442 10,420

2,481

5,274

期 末
手 当

6,778

6,036

74271

145

597

60,862

報 酬 給 料 計

0 2,881 1,238

法　定
福利費

合 計
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３．給料及び手当の状況

（1）職員１人当たりの給与 （単位：円、歳）

（2）初任給 （単位：円）

（3）級別職員数 （単位：人、％）

（級別の標準的な職務内容）

７級

次長
事務・技術職

主事 主事 副主幹 主幹 次長 次長 部長

区　　分 １級

技師

２級 ３級 ４級 ５級 ６級

技師 主査 課長 課長

100.05

構成比

100.0

100.0

100.0

計

職員数

5

5

5

計

１級

２級

級

１級

２級

3

構成比

25.0

75.0

100.0

33.31

2

100.0

66.7

計

3

4

７級

７級

技能労務職

306,577

323,677

57.6

305,267

320,927

56.9

166,600 169,000 173,700

技能労務職

一般会計の制度

2級1級

事務・技術職

　平均給料月額

　平均給与月額

　平 均 年 齢 

196,200

技能労務職

192,200 200,200

169,000

192,200

173,700

200,200

54.4

1級

285,658

305,758

46.7

　平均給料月額

　平均給与月額

303,085

317,418

高 校 卒

　平 均 年 齢 

令和５年４月１日

166,600

区　　　　　　分

2級

技能労務職事務・
技術職 一般行政職

区　　　　　　　　　　分

令和６年４月１日

令和５年４月１日

令和６年４月１日

大 学 卒 196,200

１級

２級

３級

４級

５級

６級

１級

２級

計

区　　　　　　分
事務・技術職

級 職員数

1

３級

４級

５級

６級
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（4）昇給 （単位：人、％）

職　員　数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ） 昇給に係る職員数（Ｂ）

（5）期末手当・勤勉手当

（6）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（令和６年４月１日現在）

（7）特殊勤務手当 （単位：％）

し尿収集処理作業手当

（8）その他の手当

技  能
労務職

定年前早期退職特例措置
(2～45％加算)

技能労務職事務・技術職

一般会計の制度との異同

同

差　　　異　　　の　　　内　　　容

55.6 100.0

定年前早期退職特例措置
(2～45％加算)

その他の加算措置

区　　　　分

本　年　度

前  年  度

一般会計の制度

備　考

　代表的な特殊勤務手当の名称

3.04

住居手当

通勤手当

区  分

扶養手当

同

同

　支給対象職員の比率
　　（令和６年４月１日現在）

全　職　種

4.502.250 2.250

区分

支 給 率 等

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875

24.586875

33.27075

33.27075

47.709

47.709

47.709

47.709

20年勤続の者

(月分)

25年勤続の者

(月分)

35年勤続の者

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

３号給

23

37.5

5.30　給料総額に対する比率

区　　　　　分

(月分)

最高限度

(月分)

有

有

４号給

有

支給率計

4.40

40.0

1

職　員　数（Ａ）

１号給

２号給

1

3 5

2

33.3

合計

89

5

号給数内訳

４号給

区　　　　　　　分

１号給

合計 区　　　　　　　分

3
前

年

度

号給数内訳

比　率（Ｂ）／（Ａ）

特別昇給に係る職員数

事務・
技術職

技  能
労務職

事務・
技術職

2.200

特別昇給に係る職員数

本

年

度
35

75.0

2

2

54

3

40.0

2.200

55.6比　率（Ｂ）／（Ａ）

６月(月分)

2.250

２号給

３号給

12月(月分)

2.250

支給期別支給率

4.50

（月分）
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１

1,034,901

2,347,413

△ 539,585 1,807,828

18,843,060

△ 4,388,321 14,454,739

3,378,025

△ 1,821,246 1,556,779

44,313

△ 24,605 19,708

4,782

△ 1,146 3,636

266,449

19,144,040

576

576

19,144,616

２

500,818

91,486

△ 1,400 90,086

590,904

19,735,520

流 動 資 産

(2) 未 収 金

(1)

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権イ

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

土 地

ロ 建 物

令和６年度養父市下水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月31日）

資  産  の  部　

固 定 資 産

（単位：千円）

イ

(1) 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置ニ

ハ

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

ホ

ヘ

構 築 物

建 設 仮 勘 定ト

(2) 無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計
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３

4,823,741

4,823,741

４

832,972

19,831

5,224

858,027

５

10,226,967

△ 2,764,966

7,462,001

13,143,769

６

4,948,956

1,422,403

6,371,359

７

87,672

271,053

61,751

420,476

200,084

△ 200,084

220,392

6,591,751

19,735,520

(1)

流 動 負 債

(3) 引 当 金

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債 合 計

(2) 未 払 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金イ

ハ 県 補 助 金

資  本  の  部　

剰 余 金

(1)

資 本 剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金

(1) 企 業 債

流 動 負 債 合 計

資 本 金

(1) 固 有 資 本 金

繰 延 収 益

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

(2) 利 益 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

ロ 国 庫 補 助 金

(1)

（単位：千円）

企 業 債

負  債  の  部　

固 定 負 債

収 益 化 累 計 額

(2) 繰 入 資 本 金

資 本 金 合 計
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１

1,034,901

2,347,413

△ 473,594 1,873,819

18,830,522

△ 3,841,062 14,989,460

3,267,362

△ 1,727,743 1,539,619

31,573

△ 20,351 11,222

4,782

△ 1,026 3,756

137,014

19,589,791

576

576

19,590,367

２

414,320

86,994

△ 1,572 85,422

499,742

20,090,109

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

(1) 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

現 金 預 金(1)

土 地

建 物

建 設 仮 勘 定

ホ

ヘ

ト

イ

令和５年度養父市下水道事業予定貸借対照表

(2) 無 形 固 定 資 産

（令和６年３月31日）

（単位：千円）

イ

ロ

ハ

ニ

構 築 物

機 械 及 び 装 置

固 定 資 産

車 両 運 搬 具

未 収 金(2)

電 話 加 入 権

資  産  の  部　

工具、器具及び備品

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

資 産 合 計
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３

5,044,713

5,044,713

４

857,809

28,251

5,272

891,332

５

10,127,315

△ 2,477,559

7,649,756

13,585,801

６

4,948,955

1,294,649

6,243,604

７

87,672

271,053

61,750

420,475

159,771

△ 159,771

260,704

6,504,308

20,090,109

未 払 金

（単位：千円）

引 当 金

固 定 負 債 合 計

(1)

(2)

(3)

長 期 前 受 金

(1)

繰 延 収 益 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(1)

負  債  の  部　

固 定 負 債

企 業 債

流 動 負 債

(1) 企 業 債

収 益 化 累 計 額

(2) 繰 入 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金 合 計

イ

負 債 合 計

資  本  の  部　

資 本 金

(1) 固 有 資 本 金

資 本 剰 余 金 合 計

(2)

利 益 剰 余 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金

イ 当年度未処理欠損金

ロ

ハ

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 合 計
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１

425,797

169 425,966

２

43,035

224,177

35,076

701,548

5,689

0

583,559

３

5,682

381,174

284,279

30 671,165

４

94,038

1,482 95,520 575,645

7,914

５

1,134 1,134 △ 1,134

9,048

150,723

159,771当 年 度 未 処 理 欠 損 金

雑 支 出

前 年 度 繰 越 欠 損 金

(1)

当 年 度 純 損 失

特 別 損 失

経 常 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

減 価 償 却 費

(5)

(6) そ の 他 営 業 費 用

(2) 処 理 場 費

(3)

令和５年度養父市下水道事業予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）

使 用 料

（単位：千円）

営 業 外 収 益

(4)

総 係 費

資 産 減 耗 費
1,009,525

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 収 益

(1)

(1)

(2)

営 業 費 用

管 渠 費

営 業 損 失

(2)

営 業 外 費 用

雑 収 益(4)

支 払 利 息

(2) 補 助 金

(1) 負 担 金

(3) 長 期 前 受 金 戻 入

(1)
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注記

Ⅰ.重要な会計方針

　１ 固定資産の減価償却の方法

　　(1)有形固定資産

　　　・減価償却の方法　定額法

　　　・主な耐用年数

　　　　建物　50年、構築物　10～50年、機械及び装置　５～20年

　　　　車両運搬具　５年、工具、器具及び備品　３～10年

　２ 引当金の計上方法

　　(1)退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、一般会計との「退職手当負担金に関する確認書」に基づき、特別負

　　　担金等の積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用については一般会計が負担するこ

　　　ととなっているため計上していない。

　　(2)賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当事業年

　　　度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（12月から３月までの４

　　　ヶ月分）を計上している。

　　(3)貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績を参考に回収不能見込額を計上している。

　３ 消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ.予定貸借対照表等関連

　１ 企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に

　　償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は4,629,994,210円である。

Ⅲ.セグメント情報の開示

　１ 報告セグメントの概要

　　　下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、小

　　規模集合排水処理事業、特定地域生活排水処理事業、個別排水処理事業及びコミュニティ・プ

　　ラント事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セグ

　　メントとしている。

　　　なお、各セグメントに属する事業の内容及び財務情報の内訳は以下のとおりである。

し尿・生活排水等の処理

事業区分

公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業

農業集落排水事業

小規模集合排水処理事業

特定地域生活排水処理事業

個別排水処理事業

コミュニティ・プラント事業

事業内容
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　２ 報告セグメントごとの営業収益等

（令和６年４月１日～令和７年３月31日） （単位：千円）

公　共
下水道
事　業

 特定環境
 保全公共
 下 水 道
 事　　業

農業集落
排水事業

小規模集
合排水処
理事業

特定地域
生活排水
処理事業

個別排水
処理事業

コミュニ
ティ・プ
ラ ン ト
事　 業

合 計

営業収益 122,526 187,973 95,211 1,447 1,284 604 22,413 431,458

営業費用 251,028 462,409 258,094 9,627 3,893 2,776 67,425 1,055,252

営業損益 △128,502 △274,436 △162,883 △8,180 △2,609 △2,172 △45,012 △623,794

経常損益 △1,339 2,414 △8,598 △1,292 △7 △118 △29,127 △38,067

ｾｸﾞﾒﾝﾄ資産 5,132,967 7,793,252 4,811,275 138,373 16,592 21,408 1,821,653 19,735,520

ｾｸﾞﾒﾝﾄ負債 3,418,443 5,490,426 3,550,330 139,727 8,503 15,204 521,136 13,143,769

他会計繰入金 151,966 219,801 112,228 14,346 1,577 2,958 2,612 505,488

減価償却費 167,331 308,677 179,843 6,917 2,911 2,053 43,395 711,127

特別利益 0 0 0 0 0 0 0 0

特別損失 △455 △1,364 △318 △9 △5 △5 △90 △2,246

固定資産増加
額

△122,303 94,443 89,359 0 0 0 8,759 70,258
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(款)　１ 下水道事業収益 （単位：千円）

区　分 金　額

1 営業収益 474,588 472,994 1,594

1 使 用 料 474,407 472,903 1,504 下 水 道 474,407 下水道使用料

使 用 料

2 そ の 他 の 181 91 90 手 数 料 150 指定工事店登録手数料 100

営 業 収 益 責任技術者登録手数料 50

雑 収 益 31 浄化槽事務費受入金

2 営 業 外 671,175 694,764 △23,589

収 益 1 負 担 金 6,000 3,500 2,500 新規加入金 6,000 新規加入金

2 補 助 金 377,733 404,177 △26,444 他 会 計 377,733 一般会計補助金

補 助 金

3 長 期 前 受 287,406 287,051 355 長 期 前 受 287,406 国庫補助金長期前受金戻入

金 戻 入 金 戻 入

県補助金長期前受金戻入

工事負担金長期前受金戻入

受贈財産評価額長期前受金

戻入

4 雑 収 益 36 36 0 そ の 他 の 36 その他雑収益

雑 収 益

1,145,763 1,167,758 △21,995

(款)　１ 下水道事業費用 （単位：千円）

区　分 金　額

1 営業費用 1,081,445 1,120,355 △38,910

1 管 渠 費 62,036 62,721 △685 備 消 品 費 596 施設維持管理用備品及び消

耗品

通信運搬費 4,536 通信装置利用料

委 託 料 4,950 システム更新業務

賃 借 料 264 施設用地賃借料

修 繕 費 15,996 管渠等修繕

路面復旧費 9,613 路面復旧費

動 力 費 26,081 施設電力料

596

6,000

377,733

52,685

23,209

29,612

181,900

26,081

4,536

4,950

264

15,996

9,613

支　出

36

令和６年度養父市下水道事業会計予算実施計画明細

項

説　　　　　　　明

目 説　　　　　　　明

計

節

　収 益 的 収 入 及 び 支 出　

本 年 度

項 目

前 年 度 比　較

本 年 度 前 年 度 比　較
節

収　入

31

474,407
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区　分 金　額
説　　　　　　　明項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

節

※営業費用 2 処 理 場 費 263,049 312,924 △49,875 給 料 18,397 一般職員給（5人）

手 当 7,759 扶養手当

時間外勤務手当

特殊勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

賞与引当金 2,466 期末手当分繰入額

繰 入 額 勤勉手当分繰入額

法定福利費 5,205 職員共済組合負担金

社会保険料

法定福利費 488 法定福利費引当金繰入額

引当金繰入額

厚生福利費 2,552 退職手当組合負担金

県職員互助会負担金

被 服 費 30 貸与被服等

備 消 品 費 8,714 施設維持管理用備品及び消

耗品

燃 料 費 185 機械等燃料

光 熱 水 費 1,475 水道料金

委 託 料 83,602 電気工作物保安業務

施設管理業務

汚泥運搬・処理業務

計画策定業務

手 数 料 7,168 水質検査手数料

廃棄物処分手数料

浄化槽法定検査手数料 769

賃 借 料 30 車両借上料 30

修 繕 費 23,885 電気機械設備修繕

動 力 費 94,246 施設電力料

薬 品 費 6,197 薬剤費

保 険 料 650 機械設備損害保険料

3 総 係 費 39,633 32,043 7,590 報 酬 300 審議会委員報酬

給 料 9,688 一般職員給（3人）

手 当 3,628 扶養手当

時間外勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

住居手当 336

賞与引当金 1,311 期末手当分繰入額

繰 入 額 勤勉手当分繰入額

法定福利費 2,830

法定福利費 262 法定福利費引当金繰入額

引当金繰入額

厚生福利費 1,108 退職手当組合負担金

県職員互助会負担金

452

378

723

585

2,568

2,070

1,361

469

18,397

262

2,830

1,093

15

4,753

30

3,442

300

917

105

726

50,609

94,246

9,688

185

1,169

23,885

職員共済組合負担金

1,105

2,438

650

488

558

1,119

975

2,518

34

6,197

6,289

110

8,714

1,475

27,113
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区　分 金　額
説　　　　　　　明項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

節

※営業費用※総 係 費 旅 費 572 普通旅費

費用弁償

備 消 品 費 1,007 事務用備品及び消耗品 397

車両用備品及び消耗品 610

燃 料 費 2,222 自動車燃料

印刷製本費 242 印刷製本費

通信運搬費 608 郵便料

委 託 料 990

手 数 料 2,156 自動車検査手数料

公金取扱手数料

賃 借 料 949 ＯＡ機器等賃借料

修 繕 費 804 車両検査及び修繕

負 担 金 8,922 検針業務負担金

日本下水道協会負担金 103

農業集落排水事業連絡協議

会負担金

地域環境資源センター負担

金

土地改良事業団体連合会賦

課金

南但広域行政事務組合負担

金

保 険 料 458 自動車保険料

公 課 費 176 自動車重量税

貸倒引当金 1,400 貸倒引当金繰入額

繰 入 額

4 減価償却費 711,127 706,978 4,149 有 形 固 定 711,127 建物減価償却費

資 産 減 価 構築物減価償却費

償 却 費 機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

工具、器具及び備品減価償

却費

5 資産減耗費 5,600 5,689 △89 固 定 資 産 5,600 構築物除去費

除 却 費 機械及び装置除去費

2 営 業 外 92,582 103,474 △10,892

費 用 1 支 払 利 息 84,899 93,791 △8,892 企業債利息 84,896 企業債償還利息

借入金利息 3 一時借入金利息

2 消 費 税 7,683 9,683 △2,000 消 費 税 7,683 消費税

3 特別損失 2,470 2,470 0

1 過年度損益 2,470 2,470 0 過年度損益 2,470 調定減額及び不納欠損処分

修 正 損 修 正 損 額

4 予 備 費 2,000 2,000 0

1 予 備 費 2,000 2,000 0 予 備 費 2,000 予備費

1,178,497 1,228,299 △49,802

372

200

7,683

120

3,031

4,254

2,222

990電算システム保守業務

500

242

608

395

1,761

949

804

3

計

93,503

65,991

84,896

547,259

5,458

1,400

300

458

176

10

20

2,000

2,470

5,100
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(款)　１ 資本的収入 （単位：千円）

区　分 金　額

1 企 業 債 612,000 623,700 △11,700

1 企 業 債 612,000 623,700 △11,700 下 水 道
事 業 債

145,000 下水道事業債

資 本 費
平 準 化 債

458,000 資本費平準化債

過 疎 対 策
事 業 債

9,000 過疎対策事業債

2 出 資 金 127,755 126,531 1,224

1 他 会 計 127,755 126,531 1,224 一 般 会 計 127,755 一般会計出資金

出 資 金 出 資 金

3 補 助 金 109,617 175,700 △66,083

1 国庫補助金 84,902 150,700 △65,798 国庫補助金 84,902 国庫補助金

2 県 補 助 金 24,715 25,000 △285 県 補 助 金 24,715 県補助金

△負 担 金 0 14,100 △14,100 廃項

849,372 940,031 △90,659

(款)　１ 資本的支出 （単位：千円）

区　分 金　額

1 建 設 297,171 374,573 △77,402

改 良 費 1 管 渠 47,448 37,382 10,066 工事請負費 47,448 工事請負費

整 備 費

2 処 理 場 226,547 314,854 △88,307 委 託 料 44,673 測量・設計委託料

整 備 費 工事請負費 181,874 工事請負費

3 建 設 改 良 9,161 8,337 824 給 料 4,025 一般職員給（1人）

人 件 費 手 当 2,307 扶養手当

時間外勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

賞与引当金 561 316

繰 入 額 245

法定福利費 1,522

法定福利費 113 法定福利費引当金繰入額

引当金繰入額

厚生福利費 633 624

9

4 固 定 資 産 14,015 14,000 15 車両運搬具 12,815 車両購入費

購 入 費 購 入 費

機械及び装置 1,200

購 入 費

2 企 業 債 858,012 869,211 △11,199

償 還 金 1 企 業 債 858,012 869,211 △11,199 企業債元金 858,012 企業債償還元金

償 還 金

1,155,183 1,243,784 △88,601

収　入

支　出

510

9,000

項 目

181,874

47,448

44,673

期末手当分繰入額

勤勉手当分繰入額

退職手当組合負担金

県職員互助会負担金

1,200

機械及び装置購入費

　資 本 的 収 入 及 び 支 出　

4,025

458,000

説　　　　　　　明

計

節
説　　　　　　　明

145,000

127,755

84,902

項 目

113

12,815

1,522

318

721

120

638

職員共済組合負担金

計

858,012

本 年 度 前 年 度 比　　較

前 年 度 比　　較

24,715

節
本 年 度
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